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(第二次)
平成24年4月

山 形 県　 鶴 岡 市
はじめに
　昨年７月、これからの行政運営の屋台骨となる「効率的かつしなやかな行政システムの構築」と「合併特例期間終了後を見据えた財政の健全化」について、第一次の行財政改革大綱及び同大綱に基づく実施計画を策定し、現在その推進に取り組んでいるところです。

　今般の第二次行財政改革大綱及び同大綱に基づく実施計画は、市総合計画・実施計画に基づいた持続可能なまちづくりをさらに推進していくため、「市民、地域、行政の総合力が発揮できるシステムの構築」と「地域活性化に向けた地域庁舎機能の見直し」の二つのテーマについて、市民・地域がその持てる力を発揮し、明るく意欲的に地域づくりに取組める環境づくり、仕組みづくりを中心に今後の重点的な取組み等をまとめたものです。
　この改革の実行により、将来に向けた行財政基盤の再構築を図るとともに、市民･地域と行政との新たな関係を築き、協働のまちづくりを推進してまいります。

　この両大綱の策定にあたり、行財政改革推進委員には、通算17回の会議を開催し、真剣な協議を重ね、忌憚のないご意見をいただいたことに衷心より御礼申し上げます。これからも、全庁を挙げて大綱の実現に努力するとともに、大綱以外の項目についても不断の見直しに取り組んでまいりますので、皆様のご理解、ご協力を、何卒、よろしくお願いいたします。

　平成24年4月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴岡市長　榎　本　政　規
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Ⅰ　鶴岡市行財政改革大綱

１　重点的な取組み

(1)　市民・地域・行政の総合力が発揮できるシステムの構築
本市では、全国を上回るスピードで人口減少、少子高齢化が進行し、又、これまで地域づくりやコミュニティの中心的役割を担ってきた方々も高齢化してきている。
このような状況を踏まえ、市では、市民を中心とした「ルネサンス(再生)」という考え方に立ち、市民（市民力）、地域（地域力）、行政（行政力）という三つの力の協調・協力のもと、積極的に市民や地域の力を引き出し、地域の総合力を発揮することにより、市総合計画・実施計画に基づいた持続可能な希望あふれる鶴岡市の実現に積極的に取り組んでいる。
これからも、地域づくりや生活の向上などの面においては、市民、地域、企業、NPO等の多様な主体が、各々の長所・ノウハウ・経験を生かし、又、連携・協調を深めることにより、よりきめ細かな取組みや創造的な事業展開が期待されることから、市では、市民等の市政参加や市との協働事業を推進するとともに、市民等の地域づくり活動を積極的に支援する。
①　市民の市政運営への提言、参加機会の拡充
市民の意見を市政運営に活かし、一緒にまちづくりを進めていくためには、市民に良質な情報を適切に提供するとともに、市民が互いの知恵やアイディアを出し合う場やその参加機会の拡大が重要である。
こうした観点から、今後も、広報広聴活動の充実とともに、地域審議会の活性化、各種審議会における公募委員の拡充、行政資料コーナーの充実、各種計画等の策定時におけるパブリックコメント（意見公募）の積極的な活用などを図り、一層、市民参加の行政運営を推進する。
(ア)　市民への情報提供の拡充
○良質で分かりやすい情報発信への改善
広報紙については、その発行回数を見直しつつも、特集号の発行などにより、市民に必要な情報を、時機を逃さず、分かりやすく伝えることができるよう内容充実に努める。
また、ホームページについても、市民等が暮らしや様々な活動に有益な情報を簡単に得ることができるよう、定期的に内容の更新等を行い、よりタイムリーな情報提供に努める。
本所、地域庁舎、図書館等に設置されている行政資料コーナーについては、より有益なものとなるよう資料の種類、内容、設置場所、空間配置等を改善する。
さらに、ツイッターなど急速に広がる情報発信手段を活用し、平時における観光やまちづくりの情報、非常時における緊急情報などを効果的に提供するシステムの構築を図る。
○各種調査の情報の共有化とまちづくりへの活用
市民、地域を対象に実施する様々な調査については、行政内部での活用に止まらず、市民、地域においても、今後のまちづくり活動に生かせるよう、報告会の開催や報告書の概要版作成などを通じて情報の共有化を図る。
(イ)　市民の市政参加の推進
○車座ミーティング等における市民の意見・提言の活用
市長と語る会、車座ミーティング、提言ハガキなど様々な機会・手段により市民から寄せられる市政への意見、提言については、関係部署だけでなく組織全体で共有し、各分野の施策の立案・改善に活用する。
○各種計画等の策定時におけるパブリックコメントの導入

識者や団体代表等とともに、広く市民の意見も踏まえて各種計画等を策定することとし、市全体の統一的なパブリックコメントの基準づくりを行う。

○各種審議会等の公開と公募委員の拡充
行政の透明性を高めるため、会議を原則公開し、資料や結果の公表にも努めるとともに、各種審議会等委員の選任にあたっては、できるだけ公募枠を設ける。
○市民モニター制度の導入及び道路情報等通報システムの構築
市民の目線に立った広報紙づくり、公共施設の運営、各種イベントの企画・実施につながるよう、市民モニター制度をモデル的に導入する。
併せて、道路や公園の損壊、大雪、災害などへの迅速な対応のため、市民等の協力により適時的確な現地情報の提供を受ける、通報システムの構築に努める。
②　市民と行政との協働による事業の推進
地方分権・地域主権の進展に伴い、地方自治体においては自己決定・自己責任の原則に基づいて、個性的で活力ある地域社会の構築が求められているが、住民ニーズや地域課題が多様化、複雑化しており、これまでのように行政によるサービスだけでは、きめ細かく柔軟に対応することが難しくなってきている。また、財政状況からは、効果的・効率的な事業の執行がより一層求められている。
今後、市民の自発的で自立的な地域活動を一層活発にしていくとともに、従来行政が担ってきた事業においても、市民、地域、企業等の多様な主体を育成・支援しながら、お互いに協力し合う環境づくりを進める。
(ア)　まちづくりを担う人材・団体の育成と市民等による活動との連携
○まちづくりを担う人材の育成と協働のまちづくりの推進
鶴岡まちづくり塾を始め、これからのまちづくりを担う人材の育成を図るとともに、様々な活動分野において、団体間・地域間の連携、市民と行政の協働のまちづくりを進める。
○鶴岡パートナーズ制度の市民への普及と対象事業の拡充
広く制度の周知を図るとともに、市民からの事業提案を求め、行政の既存事業の手法見直しと合わせ、対象事業を拡充する。
○行政のカウンターパートナーの育成・支援
産業やスポーツの振興など、民間のノウハウや経験を生かせる分野については、民間と行政が対等なパートナーとして役割を担っていけるよう、関係団体の基盤強化に向けた支援を行う。
○市民、NPO活動の促進につながる情報提供と支援の拡充
国・県で進めている施策、寄附金税制、各種団体のNPO等への支援制度等について情報提供するとともに、市の支援制度の活用を促進する。
(イ)　 民間による公共施設の整備の推進や遊休資産の有効活用
○民間の資金・ノウハウ等を活用したPFI手法の導入
荘内病院の医師公舎など今後の公共施設等の整備に際しては、民間の資金、技術力、管理能力が生かせるものについては、PFI(プライベート・ファイナンス・イニシアチブ：民間の資金・ノウハウ活用)手法の導入を図り、低廉かつ良質な施設及びサービスの提供に努めるともに、民間の事業機会を創出し地域経済の活性化に配慮する。
○遊休資産の有効活用
遊休資産の有効活用に関する方針を策定し、今後とも活用する予定のない土地及び建物については、売却、貸付、信託等を進めて自主財源の確保を図る。また、財政効果だけでなく、地域における農作物の加工所への活用など、産業振興や地域活性化の視点からも資産を有効活用する。
(ウ)　市民公募債の発行
○市民が広く利用する施設への公募債の導入
加茂水族館など市民が広く利用する施設の改築に際しては、必要な資金の調達にあたり、市債を市民が直接購入する市民公募債を発行する。
③　本市縁の人材・団体との連携の強化
本市に縁があり、各分野で活躍されている方々やふるさと会などの団体との人的ネットワークを密接にするとともに、様々な形で本市に支援いただく鶴岡サポーターズ制度を拡充する。

○鶴岡サポーターズの活用
観光大使、ふるさと鶴岡産業活性化懇談会の会員、ふるさと寄附金への協力者など、鶴岡の支援者である方々を「鶴岡サポーターズ｣として位置づけ、これらの方々の協力により、本市の観光振興、企業誘致、情報発信と収集等の強化を図る。
○ふるさと会との連携と多様な人的ネットワークの構築
本市が首都圏等で行う取組みにおいては、ふるさと会との連携を図るとともに、各ふるさと会が相互に協力し合って活動できるよう、その体制づくりを支援する。

また、出身地域だけにとどまらず、産業、文化、都市間交流など、鶴岡への関心分野ごとに人的ネットワークづくりを進める。

④  コミュニティの活性化に向けた環境づくり
     　 本市では、各地域とも、少子高齢化、人口減少が進み、社会及び生活環境が変化していく中で、近隣との関係が希薄化し、地域への関心や支え合いの意識の低下が危惧される。また、地域の共同活動や伝統文化の担い手の減少、消防団・自主防災組織などの後継者不足の問題に加え、空き家の増加などが進行しており、今後、安全で安心な生活環境を維持する機能の低下が懸念される。

こうした状況において、今後も町内会・自治会組織が地域の中核的な機能を果たしていくためには、補完的機能を持つ広域コミュニティの形成が有用とされることから、ハード･ソフト両面からの環境づくりを進める。
　　

○小学校区等を単位とした広域コミュニティ組織の育成と拠点の整備

町内会、自治会等の自治組織は、今後とも、地域コミュニティの中核であり、その機能を果たせるよう支援していくとともに、防災対策や地域福祉の充実など今日的な課題には、より地域の力を結集して対応できるよう、概ね小学校区や地区公民館区域を単位とした広域コミュニティ組織を育成し、重層的な地域コミュニティを形成する。

また、地区公民館については、これまで積み上げてきた活動の成果を地域の課題解決に生かすことが重要であり、現在の社会教育活動としての拠点機能を維持しつつ、防災・福祉・地域づくりなどの面も含めた総合的な地域の拠点となる「地域活動センター」(仮称)として発展的に再編し、藤島地域などをモデル地域として導入する。
○地域活動における外部ボランティアの受入れ等の支援

洪水等災害発生時の対応、日常の道路側溝や防火貯水池の泥上げ、地域おこしに関するイベントなど、様々な地域における活動において、地域住民だけでは担えない状況にあっては、外部ボランティアの受入れや必要な支援について地元自治組織と連絡・調整する機能を整備する。
      ○自治組織への総合交付金化の導入(再掲)
現行の自治会等への事業ごとの補助金については、今後、地域の事情に応じて活動を促進できるよう総合交付金に再編する。又、これに合わせて、区長等の報酬についても、自治組織への総合交付金に包含する。

⑤　市職員による地域支援及び地域活動等への参加促進

地域づくりにおいては、地域が主体的に取り組めるよう、今まで以上に、行政には既存の事業や組織の枠にとどまらない支援が求められており、特に市職員には、地域の実情、地域が抱える課題を調査・分析し、地域との連携のもと、実効性のある地域づくりにつなげていくことが期待されている。
また、市民の生命財産、安全安心な暮らしを守っていくため、災害発生時に迅速な地域支援体制がとれるよう、日ごろから、自主防災組織、消防団など関係機関との連携体制を構築する必要がある。
なお、市職員も一地域住民であり、又、市役所も地域の一事業所であるとの基本的な認識に立ち、職員個人あるいは職場単位により、自治組織や地域行事、ボランティア活動への積極的な参加を促す。
　　　

○地域づくり活動を支援する職員地区担当制の導入
これからの市職員には、従来の担当業務だけでなく、新たに集落や学区等を単位とする地区を受け持ち、住民との関わりを通じて地域の実態を把握し、地域活性化に向けた活動を支援することが求められる。このため、本市のこれまでの集落対策や他自治体の事例を踏まえ、各地域の事情に即した職員地区担当制度を導入する。
○災害時地区指定職員制度の拡充
鶴岡地域では、災害時、市職員が自治会等と連携し、市災害対策本部との連絡調整にあたる地区指定職員が配置されているが、平時から防災訓練等への参加などを通じて担当地区との関係を深めるとともに、災害時には、各地域の被害状況の把握と災害対策本部への連絡に加え、住民自治組織と連携し災害全般の対応に当たることとする。併せて、鶴岡地域以外にも地区指定職員制度を拡充する。
○地域活動に参加しやすい職場環境づくり

ノー残業の徹底や休日出勤の縮減、職場内における声掛けなどにより、職員が地域活動に参加しやすい環境をつくるとともに、職場単位での取り組みも促す。

(2)　地域の活性化に向けた地域庁舎機能の見直し

地域庁舎については、一元化により効果的・効率的な運営が可能な部門については集約を進めつつ、市民の利便性向上のためのワンストップサービス（総合窓口）の充実、コミュニティへの支援や地域振興ビジョンの推進、産業振興など地域の活性化に向けた体制を整備する。また、庁舎建物の余裕スペースについて、市民の利便性等の向上につながるよう、その活用策も合わせて検討することとし、以下により組織及び機能の見直しに取り組む。　
  ①　組織の見直し
組織の見直しにあたっては、窓口サービスをはじめ住民に身近な機能の充実や限られたマンパワーを地域の重点分野に充てるなど、戦略的な取組みを目指す鶴岡市独自の支所体制を構築する。なお、今後も地域社会や自治組織等の変化に対応し、不断の見直しを行う。
　  ○機能的で的確な行政サービスの提供に向けて
・窓口サービスの改善及び相談機能の拡充
・地域の実態、住民ニーズの把握、地域・住民との協働事業の推進
・地域審議会の活性化

    ○地域の活性化に向けて
・地域振興ビジョン、過疎対策等の推進
・地域文化の継承・振興・活用

・住民が主体となった地域づくり・人材づくりへの支援

    ○住民の安全安心と心豊かな暮らしの構築に向けて
・防災、防犯・交通安全、公害・環境対策等に関する事務の一元化

・生涯学習、地域振興、防災、福祉等の核となるコミュニティの活性化及　　　　
  び自治組織との連携強化

    ○産業の振興に向けて
・地理的条件、地域資源、ノウハウを活用した特色ある産業集積の拡大
・農商工観連携による農業の６次産業化の推進
②　庁舎施設の有効活用

地域庁舎は、合併に伴い、議会や行政委員会が新市に一元化されるとともに、予算、人事などの管理部門を中心に組織の集約がなされたこともあり、本所と比較し、スペースに余裕がある状況となっている。
こうしたことから、本市の貴重な資産である地域庁舎については、単に行政の執務スペースにとどまらず、市民の利便性や各分野における機能性・拠点性の強化につながるよう、産業・経済、福祉などに係る公共的団体による活用や、市民の交流・活動の場の提供など、各地域庁舎ごとに有効活用の考え方をまとめ、関係団体等と調整を行いながら具体的な活用を図る。

○産業・経済、福祉など公共的団体による活用
利便性の向上、地域のビジネス、人的交流の中心性を高めるため、商工会、観光協会、社会福祉協議会など公共的団体の入居を促す。
○市民の交流・活動の場としての活用
地域おこしや人的交流を活性化するため、市民の交流や活動の場を提供する。
○安全安心の拠点としての活用
地域住民への情報の発信、提供、防災資機材の整備などにより、災害時の拠点機能を向上させる。
○他の公共施設との機能、役割分担の見直し
庁舎改築の際には、市民の利便性を更に高めるよう近隣の公共施設との複合化により、効率的な土地・建物の利用を図る。
Ⅱ　鶴岡市行財政改革大綱に基づく実施計画

１　取組項目及び実施目標時期

(1)　市民・地域・行政の総合力が発揮できるシステムの構築

	所管部署
	取組項目
	実施目標時期

	総　務　部
	新たな情報発信手段の活用
	24年度～

	
	市民モニター制度の導入
	24年度～

	
	各種審議会等の公開と公募委員の拡充
	24年度～

	
	市民が広く利用する施設への公募債の導入
	24年度～

	市民部
	災害時地区指定職員制度の拡充
	24年度～

	建設部
	道路情報等通報システムの構築
	　24年度～

	総務部

企画部
	各種計画策定時のパブリックコメント制度導入
	24年度～

	総務部

企画部

建設部

荘内病院
	民間の資金・ノウハウ等を活用したPFI手法の導入
	24年度～

	総務部

水道部

荘内病院

地域庁舎
	遊休資産の有効活用
	　24年度～

	総務部

企画部

市民部

地域庁舎
	地域づくり活動を支援する職員地区担当制の導入
	25年度～

	市民部

教育委員会

地域庁舎
	小学校区等を単位とした広域コミュニティ組織の育成と拠点の整備
	26年度～


(2)　地域の活性化に向けた地域庁舎機能の見直し
 ①　平成24年度の組織体制

	所管部署
	課名
	所　　掌　　事　　務　（下線は、変更箇所）

	地域庁舎
	総務企画課
	予算・人事、財産・施設、契約、行財政改革、都市交流
振興計画、過疎対策、地域審議会、生活交通、情報化
地域自治組織、防災・防犯、交通安全、生涯学習、伝統文化

	
	
	

	
	市民福祉課
	戸籍、住民登録、国民健康保険、国民年金、市民相談
健康、福祉、介護、子育て支援、環境・廃棄物

	
	産業課
	農業振興、生産基盤、畜産、農村活性化、６次産業化
林業、林道・災害、山村振興、水産業、漁港
観光振興、商工、労働、第三セクター、農商工観連携

	総務部     
	東部税務事務室

南部税務事務室

温海税務事務室
	市民税、固定資産税、徴収・滞納処分

	建設部
	東部建設事務室

南部建設事務室

温海建設事務室
	道路・河川、除雪、災害対策、都市計画、建築・住宅、公園

	教育委員会
	スポーツ施設

地区公民館
	施設管理、各種事業、人材育成　


　②　人員(行政職)の見直し
	庁　　舎　　等
	藤　島
	羽　黒
	櫛　引
	朝　日
	温　海
	計

	支　　　所　　　長
	1
	1
	1
	1
	1
	5

	総　務　企　画　課
	13
	12
	14
	14
	15
	68

	市　民　福　祉　課
	15
	15
	16
	16
	16
	78

	産　　　業　　　課
	16
	14
	13
	14
	16
	73

	ふれあい食センター
	1
	
	
	
	
	1

	小　          計
	46
	42
	44
	45
	48
	225

	東部・南部・温海
税　務　事　務　室
	14
	
	12
	
	8
	34

	東部・南部・温海
建　設　事　務　室
	
	11
	
	10
	7
	28

	教育委員会駐在職員
	1
	1
	1
	1
	2
	6

	合　　　　　　計
	61
	54
	57
	56
	65
	293

	前年度比較
	-7
	-6
	-2
	-7
	-7
	-29


　なお、この人員体制は固定化したものではなく、各地域庁舎の事業等を検証し、必要に応じて見直しを行う。
（参考）

取組みを推進するための方策（第一次大綱再掲）
(1) 推進期間

平成23年度から27年度までの5ヵ年とする。

(2) 推進方法

本行財政改革大綱に基づき、具体的な取組み項目の方向性と実施時期を別に実施計画としてまとめる。

(3) 推進体制

市長を本部長とし、各部長等を本部員とする鶴岡市行財政改革推進本部を中心に、全庁的な体制により見直しに取り組む。

(4) 進行管理

鶴岡市行財政改革推進本部において、実施にあたっての調整を図るとともに進行状況を管理し、その状況を鶴岡市行財政改革推進委員会に報告し、意見・助言を得ながら、必要に応じ実施計画の見直しを図る。

(5) 情報の公開

行財政改革大綱及び実施計画、進行状況等については、ホームページへの掲載などにより公表し、市民の理解と協力を得ながら見直しを進める。
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